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４ 職員の手当の状況 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

  

 

   

    

 

 

 

 

埼玉県 国 

１人当たり平均支給額（令和６年度決算） 

1,708 千円 
－ 

（令和６年度支給割合） 

     期末手当   勤勉手当 

     2.5 月分    2.1 月分 

     (1.4)月分   (1.0)月分 

（令和６年度支給割合） 

     期末手当    勤勉手当 

     2.5  月分    2.1 月分 

    （1.4）月分   (1.0)月分  

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  ・役職加算   5～20％ 

  ・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  ・役職加算    5～20％ 

  ・管理職加算  10～25％ 

  （注） (  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。 

 

 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（埼玉県） 

令和７年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している成績率 
支給可能な 

成績率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能な 

成績率 

支給実績が 

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○  ○ ○ 

上位、標準の成績率  ○   

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

(2) 退職手当（令和7年4月1日現在） 

埼玉県 国 

 （支給率）     自己都合    勧奨・定年 

 勤続20年   19.6695 月分   24.586875月分 

 勤続25年   28.0395 月分   33.27075 月分 

 勤続35年   39.7575 月分  47.709   月分 

 最高限度   47.709  月分  47.709  月分 

 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

           （2％～45％加算） 

１人当たりの平均支給額（自己都合） （勧奨・定年） 

（令和6年度決算）   2,435千円   21,942千円 

 （支給率）   自己都合  応募認定・定年 

 勤続20年   19.6695 月分   24.586875月分 

 勤続25年   28.0395 月分   33.27075 月分 

 勤続35年   39.7575 月分  47.709   月分 

 最高限度   47.709  月分  47.709  月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

            （割増率2～45％） 

 

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和6年度に退職した職員に支給された平均額です。 

２ 「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違に

よることなく退職した場合を含みます。 
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(3) 地域手当（令和7年4月1日現在） 

支 給 実 績（令和６年度決算） 22,776,863 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 367,339 円 

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数 
国の制度 

（支給割合） 

和光市 8.5 ％ 30 人 15 ％ 

さいたま市、蕨市、志木市 8.5 ％ 4,605 人 14 ％ 

東松山市、狭山市、朝霞市、ふじみ野市 8.5 ％ 444 人 11 ％ 

新座市、桶川市、富士見市、坂戸市、鶴ヶ島市 8.5 ％        214 人 9 ％ 

川越市、上尾市 8.5 ％         592 人 7 ％ 

川口市、行田市、所沢市、飯能市、加須市、春日部市、 

羽生市、鴻巣市、深谷市、草加市、越谷市、戸田市、 

入間市、久喜市、北本市、八潮市、三郷市、蓮田市、 

幸手市、吉川市、白岡市、伊奈町、三芳町、滑川町、 

鳩山町、宮代町、杉戸町、松伏町 

8.5 ％ 2,293 人 5 ％ 

熊谷市、日高市、毛呂山町 8.5 ％ 469 人 3 ％  

秩父市、本庄市、越生町、嵐山町、小川町、川島町、 

吉見町、ときがわ町、横瀬町、皆野町、長瀞町、 

小鹿野町、東秩父村、美里町、神川町、上里町、寄居町 

8.5 ％ 507 人 2 ％ 

東京都特別区        11.5 ％ 20 人 20 ％ 

平均支給率         8.5 ％ －   9.87 ％  

  （注） 「国の制度（支給割合）」の欄の平均支給割合は、支給対象職員に対し国の支給割合で支給したと仮定した場合

の加重平均の支給割合です。 

 

 (4) 特殊勤務手当（令和7年4月1日現在） 

支給実績（令和６年度決算） 3,098,600千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 128,471 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 38.9 ％ 

手当の種類（手当数） 28 手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する支給単価 

税務手当 
県税事務所等に 

勤務する職員 
県税の賦課徴収業務 

千円 

90,257   
月額17,000円、日額650円 

福祉保健業務手当 
福祉事務所等に 

勤務する職員 

ケースワーク等の 

相談業務等 

千円 

105,297   

月額9,700円～20,000円 

日額320円 

介助及び汚物処理 

作業手当 

病院等に勤務する 

職員 

入院患者の介助及び 

汚物処理の作業 

千円 

0   
月額8,000円、日額320円 

動物取扱手当 
保健所等に勤務する

職員 
野犬捕獲等の業務 

千円 

3,248    

日額370円～400円､ 

月額12,500円 

土木作業手当 
県土整備事務所等に

勤務する職員 

交通の頻繁な道路上で 

の測量等 

千円 

872  
日額340円 
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消防訓練指導手当 
消防学校に勤務する

職員 

特に危険な消防訓練の 

指導業務 

千円 

220  
日額370円 

公害調査等業務手当 
環境管理事務所等に

勤務する職員 

有毒物を発散する場所 

での調査等 

千円 

1,585  
日額370円 

し尿処理施設等 

検査手当 

環境管理事務所等に

勤務する職員 

し尿処理施設又は浄化 

槽の立入検査等 

千円 

47  
日額320円 

保安検査等業務手当 
化学保安課等に 

勤務する職員 

危険物貯蔵所の 

立入検査の業務 

千円 

96  
日額370円 

試験等業務手当 
試験研究機関等に 

勤務する職員 

人体に有害なガスの発 

生を伴う業務 

千円 

2,607  
日額300円 

放射線取扱手当 
放射線を取り扱う 

職員 

放射線照射装置を使用しての

撮影又は透視作業 

千円 

152  
日額320円 

防疫業務手当 
保健所等に勤務する

職員 
感染症の患者の救護等 

千円 

2,430  
日額320円～4,000円 

用地交渉等手当 
県土整備事務所等に

勤務する職員 
用地取得等の交渉業務 

千円 

3,266  
日額650円 

災害応急作業等手当 
県土整備事務所等に

勤務する職員 

重大な災害が発生した 

道路等での応急作業等 

千円 

343  
日額610円～730円 

特殊現場作業手当 
農林振興センター等

に勤務する職員 

高所や水中等特殊な場 

所での工事作業等 

千円 

511  
日額320円～370円 

遺体取扱手当 遺体を取り扱う職員 遺体を取り扱う作業 
千円 

0  
１体800円～2,500円 

夜間看護手当 
病院に勤務する 

看護師等 
深夜の看護業務 

千円 

0  
勤務１回2,150円～7,300円 

変則勤務手当 
変則勤務課所に 

勤務する職員 
深夜の業務等 

千円 

6,441  
勤務１回410円～1,600円 

航空業務手当 
防災航空隊に勤務 

する職員 
捜索救難の業務 

千円 

4,269  
１時間1,900円 

警察業務手当 警察職員 
犯罪捜査又は被疑者逮 

捕等の業務 

千円 

1,080,760  
日額460円等 

東日本大震災対処 

業務手当 

原発敷地内等での 

業務に従事する職員 

東日本大震災に対処するた

めの原発敷地内等での業務 

千円 

1,410  
日額660円～13,300円 

原子力災害対処 

業務手当 

原発敷地内等での 

業務に従事する職員 

東日本大震災以外の原子力

災害に対処するための原発

敷地内等での業務 

千円 

0 

日額40,000円を超えない範囲

内の額 

多学年学級担当手当 小中学校の教育職員 
２年以上の学年の児童等で

編成される学級での授業等 

千円 

523  
日額290円 

兼務手当 
県立高等学校の 

教育職員 

正規の勤務時間外に行 

う兼務課程の勤務 

千円 

987  
１時間1,200円～1,800円 

実習等指導手当 
県立学校等に勤務 

する職員 

農業実習の教育指導及び理

療・看護の教育指導 

千円 

2,948  

月額20,000円､ 

日額180円～400円 

教員特殊業務手当 教育職員 
修学旅行での児童等の 

引率等 

千円 

1,483,833  
日額900円～16,000円 
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教育業務連絡指導手当 教育職員 
教務等についての連絡 

調整及び指導助言 

千円 

301,897  
日額200円 

夜間学級担当手当 
本務として夜間学級

に勤務する職員 
夜間学級の担当等 

千円 

4,602 

月額21,000円､ 

日額730円 

 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績（令和６年度決算） 13,090,228 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 591,488 円 

支給実績（令和５年度決算） 12,704,621 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 575,078 円 

（注）１  職員 1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職

員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

２ 夜間勤務手当を含んでいます。 

 

 

(6) その他の手当（令和7年4月1日現在） 

  

手当名 

 
内容及び支給単価 

国の制度と

の異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(令和６年度決算) 

支給職員1人当たり

平均支給年額 

(令和６年度決算) 

扶養手当  
扶養親族のある職員に支給 

 →配偶者3,000円、子11,500円等 
同  

千円 

5,150,232 

円 

245,284 

住居手当 
借家等居住者 

 →家賃に応じて月額最高28,000円 
同  

千円 

4,647,840 

円 

327,267 

初任給調整

手当  

大学卒業後一定期間内に採用された医師

又は歯科医師の職員に支給 

 →310,000円(又は51,600円)以内 

同  
千円 

79,645 

円 

2,342,500 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 →運賃等相当額 

  （原則として６か月定期券価額） 

同  

千円 

6,602,254 

円 

119,917 
②交通用具（自動車等）利用者 

 →距離に応じた額 
異 支給額等 

単身赴任手

当 

単身赴任の職員に支給 

 →30,000円＋加算額 
同  

千円 

15,647 

円 

319,327 

在宅勤務等

手当 

住居等で正規の勤務時間の全部を勤務す

る ことを命ぜられた職員に支給 

 → 月額3,000円  

日額  140円（上限3,000円／月） 

異 
日額でも 

支給 

千円 

－ 

(令和7年4月1日新設) 

千円 

－ 

(令和7年4月1日新設) 

特地勤務手

当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する職

員に支給 

 →支給率４～８％ 

同  
千円 

0 

円 

0 

へき地手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する学

校職員に支給 

 →支給率４～16％ 

同  
千円 

0 

円 

0 

休日勤務手

当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員に

支給 

 →勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同  
千円 

1,058,554 

円 

282,582 
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宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 →勤務１回につき、1,050円～31,500円 
同  

千円 

1,324,285 

円 

1,059,428 

管理職員特

別勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 →勤務１回につき、2,000円～18,000円 
同  

千円 

84,474 

円 

524,683 

夜間勤務 

手当 

午後10時から翌日の午前5時までの間（深

夜）に勤務した職員に支給 

 →勤務１時間当たりの給与額×25/100 

同  
千円 

－ 

円 

－ 

管理職手当  
管理、監督の地位にある職員に支給 

 →月額25,900円～136,000円 
同  

千円 

3,143,154 

円 

818,743 

義務教育等

教員特別手

当 

義務教育諸学校等に勤務する教育職員に

支給 

 →月額2,000～8,000円 

  
千円 

2,310,667 

円 

63,611 

定時制通信

教育手当  

定時制の課程又は通信制の課程に勤務す

る教育職員に支給 

 →各級ごとに定額（月額） 

   夜間勤務１回につき730円（日額） 

  
千円 

174,503 

円 

302,432 

産業教育 

手当 

農業又は工業に関する実習を行う高等学

校の教育職員に支給 

 →各級ごとに定額（月額） 

  
千円 

215,678 

円 

354,151 

農林業普及

指導手当  

農業又は林業に関する普及指導業務を行

う職員(管理職を除く｡)に支給 

 →支給率６％ 

  
千円 

22,267 

円 

236,883 

 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ４月１日現在における支給職員数です。 

 


